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Ⅰ 市区町村用

１ 表 紙（指標部）

2010年農林業センサス（案） 2005年農林業センサス 変 更 内 容

（一部追加）

市町村合併による１市町村あたりの旧

市区町村が増加したことに対応するた

め、調査票番号を追加。

都道府県 市区町村

基本指標番号

名 称
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１ 表 紙（ＯＣＲ対応部）

2010年農林業センサス（案） 2005年農林業センサス 変 更 内 容

（変更なし）入力方向 0 0 0 0入力方向 0 0 0 0
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２ 各種制度の地域指定

2010年農林業センサス（案） 2005年農林業センサス 変 更 内 容

（削除）

法制上の地域指定（過疎地域、半島振

興対策実施地域）については、行政記録

情報により把握

【1】　各種制度の地域指定

次に掲げる法制上の地域指定に該当している場合
は、該当するものすべてを○で囲んでください。

過 疎 地 域 01

半島 振 興 対 策 実 施 地 域 02

1

1
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３ 農地・森林の状況等

2010年農林業センサス（案） 2005年農林業センサス 変 更 内 容

（一部変更）

調査票の編成上、新旧市区町村別総土

地面積の調査項目と併記して一括把握

（12ページ参照）

（削除）

農振農用地内の耕地面積については、

「 」18年度から実施している 農業資源調査

（全数調査）により毎年把握しているた

め削除

【2】　農地・森林の状況等

1　総土地面積
「総土地面積」を記入してください。

01

（ha）

2　耕地面積

田、樹園地、畑別に「耕地面積」を記入してください。また、農
振農用地の指定地域の場合、「農振農用地内の耕地面積」を記入し
てください。

耕地面積

②

田

樹 園 地

畑

計

①

（ha）

04

03

02

01

農振農用地内の耕地面積
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３ 農地・森林の状況等（つづき （森林計画による森林面積））

2010年農林業センサス（案） 2005年農林業センサス 変 更 内 容

（一部変更）

林道指導事業交付金配分基礎に利用

2005年農林業センサスにおいて、独立

行政法人の数値については、2000年セン

サスとの連続性を確保するため便宜的に

「林野庁以外の官庁」に含めていたが、

独立行政法人、特殊法人及び国立大学法

人については、森林計画制度上の取扱い

は民有林となっていることから、国有林

の林野庁以外の官庁から民有林の独立行

政法人等に変更し、ここに緑資源機構の

事業を引き継ぐ（独）森林総合研究所も

含む

また、調査対象者の負担軽減を図るた

め前回値をプレプリント

3 森林面積・林野面積
所有形態別に森林面積・林野面積を記入してください。

森林計画による森林面積

①

国

有

民

有

公

有

04

10

05

06

08

07

林野庁以外の官庁

林 野 庁 01

02

合 計 12

小 計 09

計 11

計 03

緑 資 源 機 構

私 有

都 道 府 県

市 区 町 村

財 産 区

森林整備法人
(林業・造林公社)
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３ 農地・森林の状況等（つづき）

2010年農林業センサス（案） 2005年農林業センサス 変 更 内 容

（削除）

法令等に位置付けられた施策上の利活

用又は政策の企画立案等に直接利用がな

いことから調査対象者の記入負担を考慮

し削除

3 森林面積・林野面積
所有形態別に森林面積・林野面積を記入してください。

国

有

民

有

公

有

04

10

05

06

08

07

林野庁以外の官庁

林 野 庁 01

02

合計 12

09

計 11

計 03

森林計画に含まれ
ていない森林面積

森林計画以降の面積の移動

減少増加

④③②

緑 資 源 機 構

私 有

都 道 府 県

市 区 町 村

財 産 区

森林整備法人
(林業・造林公社)

小 計
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３ 農地・森林の状況等（つづき （現況森林面積））

2010年農林業センサス（案） 2005年農林業センサス 変 更 内 容

（一部変更）

地方交付税の測定単位に利用

2005年農林業センサスにおいて、独立

行政法人の数値については、2000年セン

サスとの連続性を確保するため便宜的に

「林野庁以外の官庁」に含めていたが、

独立行政法人、特殊法人及び国立大学法

人については、森林計画制度上の取扱い

は民有林となっていることから、国有林

の林野庁以外の官庁から民有林の独立行

政法人等に変更し、ここに緑資源機構の

事業を引き継ぐ（独）森林総合研究所も

含む

また、調査対象者の負担軽減を図るた

め前回値をプレプリント

3 森林面積・林野面積
所有形態別に森林面積・林野面積を記入してください。

国

有

民

有

公

有

04

10

05

06

08

07

林野庁以外の官庁

林 野 庁 01

02

合 計 12

09

計 11

計 03

緑 資 源 機 構

私 有

都 道 府 県

市 区 町 村

財 産 区

森林整備法人
(林業・造林公社)

小 計

現況森林面積
（①＋②－③＋④）

⑤
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３ 農地・森林の状況等（つづき （森林面積））

2010年農林業センサス（案） 2005年農林業センサス 変 更 内 容

（一部変更）

特定農山村地域の指定要件に利用

2005年農林業センサスにおいて、独立

行政法人の数値については、2000年セン

サスとの連続性を確保するため便宜的に

「林野庁以外の官庁」に含めていたが、

独立行政法人、特殊法人及び国立大学法

人については、森林計画制度上の取扱い

は民有林となっていることから、国有林

の林野庁以外の官庁から民有林の独立行

政法人等に変更し、ここに緑資源機構の

事業を引き継ぐ（独）森林総合研究所も

含む

また、調査対象者の負担軽減を図るた

め前回値をプレプリント

3 森林面積・林野面積
所有形態別に森林面積・林野面積を記入してください。

国

有

民

有

公

有

04

10

05

06

08

07

林野庁以外の官庁

林 野 庁 01

02

合 計 12

09

計 11

計 03

緑 資 源 機 構

私 有

都 道 府 県

市 区 町 村

財 産 区

森林整備法人
(林業・造林公社)

小 計

（ha）

林野面積
（⑤＋⑥）

森林以外の草生地
（野草地）　　　

⑦⑥
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３ 農地・森林の状況等（つづき）

2010年農林業センサス（案） 2005年農林業センサス 変 更 内 容

（削除）

法令等に位置付けられた施策上の利活

用又は政策の企画立案等に直接利用がな

いことから調査対象者の記入負担を考慮

し削除

（削除）

法令等に位置付けられた施策上の利活

用又は政策の企画立案等に直接利用がな

いことから調査対象者の記入負担を考慮

し削除

（削除）

法令等に位置付けられた施策上の利活

用又は政策の企画立案等に直接利用がな

いことから調査対象者の記入負担を考慮

し削除

4　森林機能別森林区分別現況森林面積

計

（ha）

計

04

④

水 土 保 全 林

森林と人との共生林

資源の循環利用林

育成単層林 育成複層林 天然生林

森林機能別に森林区分別の現況森林面積を記入してください。

03

01

02

① ② ③

5　森林計画対象の森林蓄積

計

(100　)

計 03

③

人 工 林

天 然 林

針葉樹

①

広葉樹

林種別に針葉樹・広葉樹別の森林計画対象の森林蓄積を記入してください。

②

01

02

6　在村者・不在村者別私有林面積

（ha）

私 有 林 01

森林組合加入者

在村者
県内 県外

不在村者
計

私有林と私有林のうち森林組合加入者別に、在村者・不在村者別の現況森林面積を記入してください。

02

① ② ③ ④
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４ 地域資源を活用した施設（産地直売所）

2010年農林業センサス（案） 2005年農林業センサス 変 更 内 容

（削除）

法令等に位置付けられた施策上の利活

用又は政策の企画立案等に直接利用がな

いことから調査対象者の記入負担を考慮

し削除

）（変更

「産地直売所」については、市区町村

で把握可能なため、農業集落用調査票か

ら市区町村用調査票での把握に変更

本調査項目は 「地産地消実態調査」、

の調査母集団として「産地直売所」の運

営主体別数を利用（20ページ参照）

【3】　地域資源の保全状況

　上・下流の協力による森林整備の状況について記入してください。
　「整備の目的」については、主なもの一つを○で囲んでください。

整 備 の 目 的

水

源
の

維

持

林
業
作
業
体
験

森
づ
く
り　
　

漁
業
者
に
よ
る

そ

の

他

教

育

活

動

面　積 (ha)

①

森林整備費用の助成

分 収 林 契 約 等

水 源 林 の 取 得

01

03

02

②

1 ２ ３ ４ ５

1 ２ ３ ４ ５

1 ２ ３ ４ ５
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５ 150日以上林業労働に雇われた人数

2010年農林業センサス（案） 2005年農林業センサス 変 更 内 容

（削除）

「森林組合一斉調査」により森林組合

、の150日以上林業労働に従事した人数が

把握可能であることや調査手法の見直し

から会社等の把握は困難であるため削除

本項目については、農林業経営体調査

において把握

雇われて150日以上林業労働に従事した者の実人数
を主な雇われ先別に記入してください。

【4】　雇われて150日以上林業労働に従事した者
（森林管理署及び地方公共団体を除く。）

計

02

03

05

01

04

森 林 組 合

各 種 団 体 ・ 組 合
（森林組合を除く。）

会 社

そ の 他

（人）
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６ 旧市区町村別の総土地面積・林野面積

2010年農林業センサス（案） 2005年農林業センサス 変 更 内 容

（一部追加）

振興山村地域、特定農山村地域の指定

要件に利用

調査票の編成上、新市区町村の「総土

地面積」と「旧市区町村別の総土地面積

・林野面積」を統合

【5】　旧市区町村別の総土地面積・林野面積

（ha）
　旧市区町村別に「総土地面積」及び「林野面積」を記入してください。

旧 市 区 町 村 名

コード
番号　

林野面積総土地面積

① ②


